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１ 観光施設の国際化支援補助金とは 

   都内の民間美術館・博物館等の観光施設が、外国人旅行者の受入環境を整備することを支援

するための補助制度です。 

 

補助対象施設： 都内の民間運営の美術館・博物館・動物園・水族館・科学館等 

（ ⇒ 詳細は「２ 補助対象施設」(２ページ)を御確認ください） 

 

 補助対象事業： 外国人旅行者の受入環境の整備に向けて行う以下の事業 

１ 多言語対応の改善・強化 

２ 情報通信技術の活用 

３ 国際観光都市としての標準的なサービスの導入 

４ 安全・安心の確保 

※ 平成 31 年度末までに事業が完了するものに限ります。 

（ ⇒ 詳細は「３ 補助対象事業」(３ページ)を御確認ください） 

 

補助対象経費： 補助事業に係る経費 

  （ ⇒ 詳細は「４ 補助対象経費」(３ページ)を御確認ください） 

 

補助額：  補助対象経費の２分の１以内、１施設当たり 10,000 千円を限度 

※ 平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年の合計額が上限に達するまで 

申請可能です。 

 

募集期間：  募集開始後、随時受付します。 

   事業終了予定は、平成 31 年度です。 

   ただし、補助金申請額が予算額に達した時点で受付を終了します。 

 ※受付終了の場合は、東京観光財団ホームページにてお知らせします。 

 

申請方法：  申請に必要な書類（５ページ参照）を郵送または持参により下記まで提 

  出してください。 

 

 

 

 

 

【申請の手引き】観光施設の国際化支援補助金 

【申請受付窓口・お問合せ先】 

公益財団法人 東京観光財団地域振興部観光インフラ整備課 

住所： 〒162-0801 東京都新宿区山吹町３４６番地６ 日新ビル２階 

電話： 03-5579-8463（直通）     ＦＡＸ： 03-5579-8785 

受付時間： 9 時 00 分 ～ 17 時 45 分  ※土・日・祝祭日・年末年始を除く。 

※補助金の相談に来所されたい場合は、事前にご連絡ください。 
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２ 補助対象施設 

民間事業者等が管理運営する以下の施設 

（国または地方公共団体からの運営委託及び指定管理は除く。） 
 

① 登録博物館 博物館法第３条に掲げる「博物館が行う事業」を実施する施設として東

京都教育委員会が登録した施設 

② 博物館相当施設 博物館法第 29 条により「博物館の事業に類する事業を実施する施設」と

して東京都教育委員会が指定した施設 

③ その他の施設 歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集、保管及び展

示して、年間 100 日以上開館し一般公衆の利用のために施設及び設備を

公開する都内の施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象外施設です 

対象外施設です 

Yes 

登録博物館／博物館相当施設 

○ 
対象施設です 

× 

③に該当する施設であっても、以下の施設は補助対象施設としません。 

 (1) 専ら商品の展示販売を行っているもの（例：ギャラリー、アンテナショップ、展示即売会

等） 

(2) 専ら商品又は自社製品の製作又は宣伝・販売促進を行っているもの（例：企業の工場、シ

ョールーム等） 

(3) 専ら遊戯場又は遊園地であるもの（例：ゲームセンター、アミューズメントパーク等） 

(4) その他、補助対象外施設と東京観光財団理事長（以下「理事長」という。）が判断するもの 

※対象施設に該当するか申請前に東京観光財団（以下「財団」という。）まで御相談ください。 

× 
対象外施設です 

No 

国、地方公共団体、独立行政法人、 
国立大学法人、特殊法人  × 

× 

施設の運営管理者は？ 

Yes 

民間事業者 

国、地方公共団体からの運営委

託または指定管理か？ 

 No 

博物館法上の博物館に該当する

か？ 

 No 

歴史、芸術、民俗、産業、自然

科学等に関する資料を収集、保

管及び展示して、年間 100 日以

上一般に公開しているか？ 

Yes 

展示は、以下に該当するか？ 

１． 専ら商品の展示販売（ギャラリー、アンテナショップ、展示即売会

等） 

２． 専ら商品又は自社製品の製作又は宣伝・販促（企業の工場、ショー

ルーム等） 

３． 専ら遊戯場又は遊園地（ゲームセンター、アミューズメントパーク

等）※ その他、主に展示以外で使用されているスペースに展示を行っていると考

えられる場合等については、理事長が補助対象外施設と判断することがあります。 

 

対象外施設です 

No 

財団まで御相談ください。 

ヒアリング、現地調査をさせていただいた上で、補助対象施設か否か判断いたします。 
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３ 補助対象事業 

以下の事業が補助対象事業です。 

1 多言語対応の改善・強化 

 
(1) パンフレット、ホームページ等の広報物（有料配布のものを除く。）の多言語化 
(2) 音声ガイドの機器の導入・更新 
(3) 敷地内の案内板・展示解説等の多言語化   
(4) 多言語対応可能な職員及び案内ボランティアの育成 

 

２ 情報通信技術の活用 

 
(1) 無線 LAN 環境の導入・更新 
(2) デジタルサイネージの導入・更新 
(3) 通訳アプリの導入・更新 

 

３ 国際観光都市としての標準的なサービスの導入 

 (1) クレジットカードや電子マネー等の決済機器の導入・更新 
 

４ 安全・安心の確保 

 (1) 敷地内（建物の一部の場合には施設内）のバリアフリー化  
(2) 避難経路の表示の多言語化 

注１ 企画展の展示内容に関するものは除きます。 

注２ 展示スペース等において実施するものに対し、補助対象事業とします。施設内の売店や飲食店、商品

や自社製品の製作や宣伝、販促を行っている部分、遊戯場・遊園地と同様の形態を有する部分につい

ては、展示スペース等に付随して行うと認められる場合に対象とします（下図参照）。 
 

                             事業実施場所 
  【ケース １】                    【ケース ２】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● ケース １ 展示スペースに付随してショップでも事業実施 ⇒ 展示スペース、ショップともに対象○ 

● ケース ２ カフェとショップのみで事業実施 ⇒ カフェ、ショップともに対象外× 

 

４ 補助対象経費 

補助事業に係る経費のうち、施設整備費、備品購入費、制作費、印刷製本費、翻訳費、研修費など 
※ 寄付金や広告収入などの収入は補助対象経費から控除します。 

 

 

 

 

 

 

ミュージアムショップ 

カフェ 

ゲーム機 

展示スペース 

ミュージアムショップ 

ゲーム機 

展示スペース 

カフェ 

・ 支援対象案件として交付決定を受ける前の経費 

・ 施設の維持管理に係る電気料金等の固定経費や、事業の運営に係る職員人件費、通信費等の経常的な経費 

・ 不動産の取得、補償、賃借、土地の造成に係る経費 

・ 他の事業等と共用となるものに係る経費 

・ 飲食費、租税公課、商品券等金券類の購入費 

・ 事業目的に照らして直接関係しない経費や補助金の交付に関して適切ではない経費 

・ 国及び地方公共団体等の補助制度の対象となった経費 

・ 親会社、子会社、グループ会社等関連会社（資本関係のある会社、役員及び社員を兼任している会社、代表

者の三親等以内の親族が経営する会社等）との取引に係る経費（ただし、工事を伴う補助事業において、そ

の内容が構造躯体等に影響を及ぼすもので、真に止むを得ない場合を除く。） 

補助対象外経費 
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☆ 申請から補助金を受け取るまでの流れは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ・ 審査は書類審査に加え、施設内に入場し確認を行う場合があります。その際は御協力ください。 

・ 申請する事業により審査に要する時間は異なりますが、申請から約１か月程度かかります。 

・ 事業「４ 安全・安心の確保 (1) 敷地内（建物の一部の場合には施設内）のバリアフリー化」

を実施する場合、書類審査、施設内に入場し確認を行う事前調査、審査会により審査を行いま

す。事前調査の日程調整、審査会の日程等により、申請から１か月以上の時間がかかることが

ありますので御了承ください。 

※２ ・ 交付決定の通知を受け取る前に補助事業を開始した場合は、補助金は交付しません。 

  審査に要する時間を見込んだ上での御申請をお願いいたします。 

※３ ・ 事業着手後、内容、費用等に変更がある場合、事前に変更承認申請を提出し、承認を受けてく

ださい。 

  ※ 変更承認申請の提出がない場合、補助金を受け取れないことがあります。事業の内容、費用
等に変更が発生しそうな場合は、必ず事前に御相談ください。 

※４ ・ 交付決定後、必要に応じて検査を行うことがあります。また、実績報告書受理後は、完了検査

に伺い、施設内に入場し確認を行います。その際は御協力ください。 

・ 完了検査の日程については、実績報告書受理後、御相談させていただきます。 

補助金申請の流れ 

観光施設 東京観光財団 

 

申請書の提出 
（５ページ参照） 

申請書受理・内容確認 

↓ 

   審査 ※１ 

↓ 

補助金の交付決定 

 
 

 審査  

 

 

 

 

 

交付決定通知 
事業着工※２ 

↓ 

事業の内容等に 

変更があった場合 

↓ 

事業完了 

↓ 

業者への支払 

実績報告書の提出 
(８ページ参照) 

実績報告書受理 

↓ 

   検査 ※４ 

↓ 

補助金額の確定 
補助金額の確定通知 

通知確認 

↓ 

補助金請求書作成 
補助金請求書の提出 

請求書受理 

↓ 

支出手続 
お振込み 

補助金受取 

変更承認申請書の提出 

変更承認通知 

※３ 
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補助金交付申請時は、以下の書類を御提出ください。 
事業「４ 安全・安心の確保 (1) 敷地内（建物の一部の場合には施設内）のバリアフリー化」以外の事業を実

施する場合です。 

➡ 事業「４ 安全・安心の確保 (1) 敷地内（建物の一部の場合には施設内）のバリアフリー化」を 

実施する場合については、11 ページ以下を参照してください。 

 

□ 交付申請書（第 1 号様式） 

□ 誓約書（第２号様式） 

□ 申請書に使用した印鑑の印鑑証明書 

※ 申請日以前３箇月以内に発行されたものに限ります。 

□ 商業登記簿謄本(法人の場合） ／ 住民票(個人の場合)  

※ 申請日以前３箇月以内に発行されたものに限ります。 

□ 博物館登録通知書又は博物館相当施設の指定をうけたことを示す東京都教育委員会からの通

知書の写し 

※ 該当の場合のみ   

□ 補助金交付対象施設の土地・建物の不動産登記簿謄本又は賃貸借契約書等の管理運営を行って

いることが確認できる書類 

□ 定款 

□ パンフレット・事業概要 

□ 社歴書（法人の場合） ／ 経歴書（個人の場合） 

※ 書式は任意とします。 

□ 最近２期の貸借対照表、損益計算書（法人の場合） ／  

最近２期の税務署による収受印を確認できる税務申告書類の写し（個人の場合）   

□ 補助事業内容が確認できる書類 

□ 積算内訳書又は見積内訳書 

□ 委任状 

※ 必要に応じて。書式は任意とします。  

□ その他理事長が必要とする資料 

交付申請時の提出書類 
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別記第１号様式（第７条関係） 

平成○○ 年 ○ 月 △  日 

 

公益財団法人東京観光財団  

理 事 長 殿 

 

 

申請者住所（法人の場合、本店所在地） 
 東京都○○区××町１－１－１ 

氏名（法人の場合は商号または名称及び代表者） 
 株式会社○×○× 

代表取締役 東京太郎 

観光施設所在地 

 東京都○○区××町１－１－１ 

観光施設名称 

 △△資料館 

 

 

観光施設の国際化支援補助金交付申請書  

 

 

観光施設の国際化支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第７条の規定により補助金の交付を下記の

とおり申請します。  

なお、本補助金に関して当方が貴財団に提出する一切の書類（別記第１号様式から第 10号様式まで及びそ

れらの添付書類）について、貴財団と東京都とにおいて情報共有すること（要綱第 27 条）に同意します。 

 

 

記  

 

 

１ 申請額 

金 1,000,000円 

 

 

２ 補助事業及び補助金交付申請額算出内訳について 

別紙１のとおり 

 

 

（担当者）  

法 人 名： 株式会社○×○× 

所 属： 総務部総務課 

住 所： 東京都○○区××町 1-1-1 

電 話 番 号： 03－××××－×××× 

F A X 番 号： 03－××××－×××× 

担 当 者 名： 国際太郎 

 

（実印） 
  

記入例 

登記簿と同様に記載し

てください。 

印鑑証明と同一の

印鑑を使用してく

ださい。 

別紙１の（2) 経費明細 の交付申請額を記載してください。複数の事業を

実施する場合、（2) 経費明細 の交付申請額の合計を記載してください。 

右上の申請者の従業員以外の方が担

当者である場合は、委任状（書式は任

意）が必要です。 
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✔ 

別紙１ 

※複数の事業を実施する場合は、事業ごとに補助事業企画書を御提出ください。 

 

補 助 事 業 企 画 書 
 

（１）事業詳細 

観光施設名称 △△資料館 

観光施設所在地 東京都○○区××町１－１－１ 

施設の種別 １ 登録博物館 ２ 博物館相当施設 ３ その他 

事業区分※1 
１ 多言語対応の改善・強化            ２ 情報通信技術の活用 

３ 国際観光都市としての標準的なサービスの導入  ４ 安全・安心の確保※２ 

事業内容※３ 

(1) パンフレット、ホームページ等の広報物（有料配布のものを

除く。）の多言語化 

(3) 敷地内の案内板・展示解説等の多言語化 

新規・更新※4 

今回申請する事業の 

具体的な内容 

・ 資料館内の多言語展示案内パンフレットの作成（英語 5,000部、中国語（簡）5,000部） 

・ 常設展示の説明看板の多言語化（日本語／英語／中国語（簡）併記） 

  

実施場所 
展示案内パンフレットは入場入口に設置 

展示説明看板は常設展内展示品奥に設置 

実施時期 平成○○年 △月 ◇日～平成○○年 ◇月 △日 

事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社ではない。 □

事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社である。 □別途理由書(様式任意)を提出 

※１ 事業区分には、要綱別表１補助事業の１から４までの中から該当する項目に○印を付けてください。 

※２ 安全・安心の確保の事業のうち、施設のバリアフリー化の交付申請をする場合は、別紙２バリアフリー補助事業計画書をあわせて
提出してください。 

※３ 事業内容には、要綱別表１補助事業の１から４までの中の項目を選んで記入してください。 

※４ 新規事業の場合、新規に○印を、既存事業の更新の場合、更新に○印を付けてください。 

 

（２）経費明細                                    （単位：円） 

総事業費(A) 補助対象経費(B) 寄付金その他の収入(C) 
交付申請額 

(D)=(B-C)×1/2 

2,160,000 

経費内訳 金   額 

0 

 

 

 

 

 

 

1,000,000 

制作費 

(パンフ) 
400,000 

翻訳費 

(パンフ) 
300,000 

印刷製本費 

(パンフ) 
300,000 

制作費 

(看板) 
600,000 

翻訳費 

(看板) 
400,000 

  

 合計額 2,000,000   

 

 

具体的な事業内容・

規模等を記入してくだ

さい。 

消費税は補助対象経費にならないた

め、本体価格を記載してください。 

消費税も含めた

総事業費を記載

して下さい。 

記入例 

※ 交付申請額は、1,000円未満の端数金額を切り捨てて記入してください。 

※ 補助対象経費は消費税及び地方消費税相当額を除いてください。 
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交付決定を受けた事業が完了次第、速やかに以下の書類を御提出ください。 

 

□ 実績報告書（第７号様式） 

□ 契約書、請書、発注書等に準ずる書類の写し 

□ 請求書（内訳を含む。）の写し 

□ 経費の内訳が分かる書類 

□ 銀行振込受領書又は施工業者発行の領収書の写し 

□ 補助事業の成果物各種（完了届、納品書、又は施工業者からの工事竣工報告書及び引渡書の写

し、機器管理台帳、PR パンフレット、報告書、購入機器のカタログ等） 

 

  

補助事業完了後の提出書類 
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第７号様式（第 15 条関係） 

平成○○年○月×日 

 

公益財団法人東京観光財団  

理 事 長 殿 

 

申請者住所（法人の場合、本店所在地） 
 東京都○○区××町１－１－１ 

氏名（法人の場合は商号または名称及び代表者） 
 株式会社○×○× 

代表取締役 東京太郎 

観光施設所在地 

 東京都○○区××町１－１－１ 

観光施設名称 

 △△資料館 

 

 

 

 

観光施設の国際化支援補助金実績報告書 

 

 

 

年  月  日付    第  号で交付決定を受けた観光施設の国際化支援補助金に係る事業

実績について、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金額  

金 1,100,000 円  

  

２ 補助事業の内容  

別紙補助事業実績報告書のとおり 

 

 

 

 

 

（担当者）  

法 人 名： 株式会社○×○× 

所 属： 総務部総務課 

住 所： 東京都○○区××町 1-1-1 

電 話 番 号： 03－××××－×××× 

F A X 番 号： 03－××××－×××× 

担 当 者 名： 国際太郎 

 

（実印） 
  

記入例 

登記簿と同様に記載し

てください。 

印鑑証明と同一の

印鑑を使用してく

ださい。 

日付、文書番号は、交付決定

通知に記載してあります。 

変更承認申請を行い承認された場合は、以下の

文章を追記してください。 

「なお、本事業は、 年  月  日付   第  号

をもって、変更承認を受けています。」 
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✔ 

別紙１ 

※複数の事業を実施した場合は、事業ごとに補助事業実績報告書を御提出ください。 

 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 
（１）実績内容 

観光施設名称 △△資料館 

観光施設所在地 東京都○○区××町１－１－１ 

施設の種別 １ 登録博物館 ２ 博物館相当施設 ３ その他 

事業区分※1 
１ 多言語対応の改善・強化            ２ 情報通信技術の活用 

３ 国際観光都市としての標準的なサービスの導入  ４ 安全・安心の確保 

事業内容※２ 

(1) パンフレット、ホームページ等の広報物（有料配布のものを

除く。）の多言語化 

(3) 敷地内の案内板・展示解説等の多言語化 

新規・更新※３ 

実施した事業の 

具体的な内容 

・ 資料館内の多言語展示案内パンフレットの作成（英語 5,000部、中国語（簡）5,000部） 

・ 常設展示の説明看板の多言語化（日本語／英語／中国語（簡）併記） 

  

実施場所 
展示案内パンフレットは入場入口に設置 

展示説明看板は常設展内展示品奥に設置 

実施時期 平成○○年 △月 ◇日～平成○○年 ◇月 △日 

事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社ではない。  □

事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社である。 □別途理由書(様式任意)を提出 

※１ 事業区分には、要綱別表１補助事業の１から４までの中から該当する項目に○印を付けてください。 

※２ 事業内容には、要綱別表１補助事業の１から４までの中の項目を選んで記入してください。 

※３ 新規事業の場合、新規に○印を、既存事業の更新の場合、更新に○印を付けてください。 

 

（２）経費明細                                    （単位：円） 

総事業費(A) 補助対象経費(B) 寄付金その他の収入(C) 
交付申請額 

(D)=(B-C)×1/2 

2,376,000 

経費内訳 金   額 

0 1,100,000 

制作費 

(パンフ) 
400,000 

翻訳費 

(パンフ) 
300,000 

印刷製本費 

(パンフ) 
500,000 

制作費 

(看板) 
600,000 

翻訳費 

(看板) 
400,000 

  

 合計額 2,200,000   

 
 
 
 
 
 

記入例 

印刷部数変更により、申請時より金額が増える

場合、要綱第 11 条により、必ず事前（契約締結

前）に変更承認申請を提出してください。変更承

認が認められた場合は、変更承認通知書に記

載されている補助対象経費を記入してください。 

 
※ 補助金は、交付決定額の枠内で支出します。当初

申請時における事業予算額を超過する場合につい

ては、変更申請を提出し、承認された場合に限り、

超過分についても交付対象となります。 

申請時の補助事業企画書（あ

るいは変更申請時の補助事

業企画書（変更後）に記載し

た内容でご記入ください。 

具体的な事業内

容・規模等を記

入してください。 

１ ①請求書②経費の内訳が分かる書類③契約書、請書、発注書等④支出票、支出命令書等を添付してください。（写し可） 

２ 補助事業の成果物各種（完了書、納品書、施工業者からの工事竣工報告書、機器管理台帳、ＰＲパンフレット、報告書等）をあわ

せて提出してください。（写し可） 

３ 補助対象経費は消費税及び地方消費税相当額を除いてください。 

４ 寄付金その他の収入については、内容及び内訳の分かる資料を添付してください。 

５ 交付申請額は 1,000円未満の端数金額を切り捨てて御記入ください。 
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１ 施設整備の補助対象 

高齢者や障害をお持ちの方などが観光施設に「入ることができ」、「利用することができる」よ

うにするために、障壁（バリア）を除去する観点で行う施設整備（改修工事等）が対象です。 

 

 

２ 補助対象事業について 

○ 「敷地内の通路」と「出入口」のバリアフリー化を整備することを優先項目とします。それら

が整備された上で、他の箇所（トイレ、エレベーター、廊下等）の工事を申請してください。 

○ 整備をする箇所ごとに、整備基準を設けています。「東京都福祉のまちづくり条例」施設整備

マニュアルを御確認ください。 

 

＜東京都福祉保健局ホームページ＞ 

※ 下記ホームページから詳細情報を入手することができます。 

施設整備マニュアル  

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kiban/machizukuri/manu26/manu26.html 

 

※ 「敷地内の通路」と「出入口」が、敷地の形状及び構造的な制約等によりやむを得ず整備できな

い場合は、御相談ください。 

 

 

３ 審査について 

申請された工事内容が施設のバリアフリー化の工事として適切か、申請書類をもとに現地調査

を行った上で、審査を行います。 

 

 

４ 施設整備の補助対象経費 

バリアフリー整備のための施設改修工事費、電気工事費、設備工事費、附帯設備及び工事費、

施工管理委託経費、その他必要と認める経費が対象です。 

  ただし、備品の購入費については、整備事業を補完するために必要なものに限ります。 

  

施設のバリアフリー化整備をする場合 
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補助金交付申請時は、以下の書類を御提出ください。 
事業「４ 安全・安心の確保 (1) 敷地内（建物の一部の場合には施設内）のバリアフリー化」の事業を実施する場合 

□ 交付申請書（第 1 号様式） 

□ 誓約書（第２号様式） 

□ 申請書に使用した印鑑の印鑑証明書 ※  申 請 日 以 前 ３ 箇 月 以 内 に 発 行 さ れ た も の に 限 り ま す 。 

□ 商業登記簿謄本(法人の場合）／ 住民票(個人の場合) ※  申 請 日 以 前 ３ 箇 月 以 内 に 発 行 さ れ た も の に 限 り ま す 。 

□ 博物館登録通知書又は博物館相当施設の指定をうけたことを示す東京都教育委員会からの通知

書の写し ※ 該当の場合のみ   

□ 補助金交付対象施設の土地・建物の不動産登記簿謄本又は賃貸借契約書等の管理運営を行って

いることが確認できる書類 

□ 定款 

□ パンフレット・事業概要 

□ 社歴書（法人の場合）／ 経歴書（個人の場合） ※ 書式は任意とします。 

□ 最近２期の貸借対照表、損益計算書（法人の場合） ／ 

最近２期の税務署による収受印を確認できる税務申告書類の写し（個人の場合）   

□ 補助事業内容が確認できる書類 

□ 積算内訳書又は見積内訳書 

□ 委任状 ※ 必要に応じて。書式は任意とします。   

□ その他理事長が必要とする資料 

 

【施設整備の場合】 

※施設のバリアフリー化をする場合は、福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル（平成 26 年 9

月発行）建築物編（→P.6 ページ）を必ずご確認の上、下記もあわせて御提出ください。 

 

□ 第１号様式別紙２バリアフリー補助事業計画書 

□ 建物の登記事項証明書（全部事項証明書）※  申 請 日 以 前 ３ 箇 月 以 内 に 発 行 さ れ た も の に 限 り ま す 。  

□ 建築確認申請書（写し）（建築基準法第６条の２第１項）  

□ 建築検査済証（写し）（建築基準法第７条の２第５項） 

□ 整備前後の図面・仕様書等の書類 

（１） 整備前後の平面図・展開図 

（２） 工事仕様書 

（３） 工事工程表 

□ 主要な経路（動線）の図面 
 

交付申請時の提出書類（施設のバリアフリー化整備をする場合） 
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別記第１号様式（第７条関係） 

平成○○ 年 ○ 月 △  日 

 

 

公益財団法人東京観光財団  

理 事 長 殿 

 

 

申請者住所（法人の場合、本店所在地） 
 東京都○○区××町１－１－１ 

氏名（法人の場合は商号または名称及び代表者） 
 株式会社○×○× 

代表取締役 東京太郎 

観光施設所在地 
 東京都○○区××町１－１－１ 

観光施設名称 
 △△資料館 

 

 

観光施設の国際化支援補助金交付申請書  

 

 

観光施設の国際化支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第７条の規定により補助金の交付を下記の

とおり申請します。  

なお、本補助金に関して当方が貴財団に提出する一切の書類（別記第１号様式から第 10 号様式まで及びそ

れらの添付書類）について、貴財団と東京都とにおいて情報共有すること（要綱第 27 条）に同意します。 

 

 

記  

 

 

１ 申請額 

金 1,500,000円 

 

 

２ 補助事業及び補助金交付申請額算出内訳について 

別紙１のとおり 

 

 

（担当者）  

法 人 名： 株式会社○×○× 

所 属： 総務部総務課 

住 所： 東京都○○区××町 1-1-1 

電 話 番 号： 03－××××－×××× 

F A X 番 号： 03－××××－×××× 

担 当 者 名： 国際太郎 

 

（実印） 
  

記入例 

右上の申請者の従業員以外の方が担

当者である場合は、委任状（書式は任

意）が必要です。 

別紙の（2) 経費明細 の交付申請額を記載してください。複数の事業を実

施する場合、（2) 経費明細 の交付申請額の合計を記載してください。 

印鑑証明と同一の

印鑑を使用してく

ださい。 

登記簿と同様に記載し

てください。 
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別紙１ 

※複数の事業を実施する場合は、事業ごとに補助事業企画書を御提出ください。 

 

補 助 事 業 企 画 書 
 

（１）事業詳細 

観光施設名称 △△資料館 

観光施設所在地 東京都○○区××町１－１－１ 

施設の種別 １ 登録博物館 ２ 博物館相当施設 ３ その他 

事業区分※1 
１ 多言語対応の改善・強化            ２ 情報通信技術の活用 

３ 国際観光都市としての標準的なサービスの導入  ４ 安全・安心の確保※２ 

事業内容※３ (1) 敷地内（建物の一部の場合には施設内）のバリアフリー化 新規・更新※４ 

今回申請する事業の

具体的な内容 
トイレをユニバーサルデザイン仕様に改修してバリアフリー化をはかる。 

実施場所 資料館内のトイレ、トイレへの動線 

実施時期 平成○○年 △月 ◇日～平成○○年 ◇月 △日 

今回申請する事業に
より期待される効果 

様々な年齢層や障害者など、来館者のターゲットが広がり、外国人旅行者を含む多

くのお客様が、安全、快適に資料館を楽しむことができるようになる。 

事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社ではない。  □

事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社である。 □別途理由書(様式任意)を提出 

※１ 事業区分には、要綱別表１補助事業の１から４までの中から該当する項目に○印を付けてください。 

※２ 安全・安心の確保の事業のうち、施設のバリアフリー化の交付申請をする場合は、別紙２バリアフリー補助事業計画書をあわせ 

て提出してください。 
※３ 事業内容には、要綱別表１補助事業の１から４までの中の（ ）書きの事業のいずれに該当するかを御記入ください。 
※４ 新規事業の場合、新規に○印を、既存事業の更新の場合、更新に○印を付けてください。 

 

（２）経費明細                                    （単位：円） 

総事業費(A) 補助対象経費(B) 寄付金その他の収入(C) 
交付申請額 

(D)=(B-C)×1/2 

3,240,000 

経費内訳 金   額 
 

 

 

 

 

0 
1,500,000 

施設改修 

工事費 
3,000,000 

  

  

  

  

  

 合計額 3,000,000   

 

✔ 

記入例 

消費税は補助対象経費にならないた

め、本体価格を記載してください。 

消費税も含めた

総事業費を記載

して下さい。 

※ 交付申請額は、1,000円未満の端数金額を切り捨てて記入してください。 

※ 補助対象経費は消費税及び地方消費税相当額を除いてください。 

 



15 

 

別紙２ （第 1号様式に添付、施設のバリアフリー化に係る事業用） 

補助事業計画書（その１） 
１ 建物・施設の概要 

建物竣工年月 1985年 4月  築 30年 施設規模 延べ面積 [      1,500 ㎡ ] 

 

２ 今回申請するバリアフリー化工事の内容 
（１） 今回整備する箇所 ※該当する項目の全て（複数可）に○印を付けてください。 

１ 敷地内の通路  

２ 出入口（直接地上へ通ずる） 

３ その他 （1階トイレ 

 

  

 

） 

 

（２） 工事概要 ※具体的な工事項目を記載してください。 

1 階のトイレをユニバーサルデザイン仕様に改修してバリアフリー化を図る。 

・だれでもトイレの設置（１器）  

・ベビーベッドの設置（２器）  

・オストメイト用汚物流しの設置  

・トイレ内の手すり設置  

・ベビーチェアの設置（３器） 
 

（３）効果・利用方針等 

障害者だけではなく、高齢者や幼児を連れたファミリー層など、様々な年齢の来館者が安全に楽しめる

ようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予定スケジュール 

施工業者等との契約予定年月（※）       平成○○ 年  ○ 月 

着工（購入）予定年月       平成○○ 年  △ 月 

竣工（納入）予定年月       平成○○ 年  □ 月 

利用開始予定年月       平成○○ 年  □ 月 

施工業者等への予定支払い年月       平成○○ 年  ◇ 月 
※交付決定日より前に契約すると、補助金が交付されませんので、期間に余裕をもって申請してください。 

 

 

  

記入例 
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既に「敷地内の通路」と「出入口」のバリアフリー化が整備されており、今回新たな箇所の整備に取り組まれたい

場合のみ提出してください。。 

 

補助事業計画書（その２） 
 

項目 基 準 チェック 代替措置 

1 敷地内の通路 
(移動等円滑化経路

等を構成する道路か

ら建物の出入口ま

で） 

( 1 ) 移動等円滑化経路等を構成する通路の幅［140cm以上］  （ 140㎝) 
 

( 2 ) 表面は滑りにくい仕上げか 

 

 

 ( 3 ) 段差が（選択：ある ・ ない ） 

  

段
差
が
あ
る
場
合 

ア 手すりはあるか  
 

イ 段は色相や彩度の差により識別はされているか 

 

 

ウ 段鼻の突き出しは無いか 

 

 

エ 上下端に点状ブロックはあるか 

 

 

( 4 ) 傾斜路が（選択：ある ・ ない ） 

  

傾
斜
路
が
あ
る
場
合 

ア 有効幅［140cm以上、階段に併設する場合は 90㎝以上］  （ 140㎝) 
 

イ こう配 ［1/20以下］  （  ／  ) 
 

ウ 手すりはあるか 

 

 

エ 両側に側壁又は立ち上がりが設置されているか 
［35cm 以上/手すりを設ける場合は 5cm 以上］ 

 

 

オ 傾斜路の面の識別への配慮はあるか  
 

カ 始点、終点に車いす使用者が安全に停止できる平坦な部分の設置  
 

キ 高さ 75㎝超の場合の踊場［1.5m以上］  
 

2 出入口 
（直接地上へ通ず

る） 

( 1 ) 有効幅［100cm以上］  （ 120㎝) 
 

( 2 ) 表面は滑りにくい仕上げか  
 

( 3 ) 自動又は車いす使用者が円滑に開閉して通過できる構造の戸であるか 

  

戸
の
構
造
を
選
択 

ア 自動式引き戸    

イ 手動式引き戸（円滑に開閉できる戸）    

ウ 開き戸（円滑に開閉できる戸）    

エ その他(記載してください：               ）  
 

( 4 )  通行の支障となる段差は無いか  
 

( 5 )  出入口マットがある場合、埋め込み式であるか  
 

( 6 )  戸の前後に水平部分［150cm以上]    （ 150㎝） 
 

 

 
注意 

1 基準欄の［ ］内は、基準の数値を示しています。 

2 数字は算用数字を用いてください。 

3 チェック欄に○印が入らない場合は、代替措置欄に○印をつけ、その具体的な対応案を別の用紙（書式は任意とします。）に記載し、提出してく

ださい。 

 

  

『敷地内の通路』と『出入口』の項目の整備状況をお知らせいただくためのチェッ

クシートです。（現地調査の基礎資料とします） 

施設整備マニュアルの各項目（『敷地内

の通路』、『出入口』）の「移動等円滑化

経路等」の項目を参照してください。 

チェック項目にチェックが入らない場合

は、代替措置に〇を付け、別紙にてその

代替措置内容を具体的に記載ください。 

記入例 
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同 意 書 

 

 

 

 

公益財団法人東京観光財団 理事長 殿 

 

 

 

観光施設の国際化支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第７条の規定により補助金の交付の申請を行

うに当たり、以下の事項について同意いたします。 

 

（１） 交付決定を受けた補助金交付対象施設について、建築基準法及び関係法令等に違反する建築物に該当 

することが判明した場合には、要綱第 19条に基づき、補助金の交付決定を取り消されること。 

 

（２）補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助金が交付されているときは、要綱第 21

条及び第 22条に基づき、交付を受けた補助金を返還すること。 

 

        平成○○年 ○ 月 × 日 

 

 

 

住 所   東京都○○区××町１－１－１ 

 

 

 

氏 名   株式会社○×○× 

代表取締役 東京太郎 
 

※ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

及び代表者の氏名を記入すること。 

  

 

（実印） 
  

記入例 

印鑑証明と同一

の印鑑を使用し

てください。 



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【申請様式等のダウンロード先】 

公益財団法人 東京観光財団ホームページ  

http://www.tcvb.or.jp/jp/project/infra.html 

 

 

【施設のバリアフリー化を実施する場合】 

福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル（平成 26 年 9 月発行）建築物編を必ず御参照ください。 

東京都福祉保健局ホームページ 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kiban/machizukuri/manu26/manu26.html 

 

※上記ホームページから詳細情報を入手することができます。 

 

 

 

  

公益財団法人 東京観光財団地域振興部観光インフラ整備課 

住所： 〒162-0801 

東京都新宿区山吹町３４６番地６ 日新ビル２階 

電話： 03-5579-8463（直通） ＦＡＸ： 03-5579-8785 

受付時間： 9 時 00 分 ～ 17 時 45 分  ※ 土・日・祝祭日・年末年始を除く。 

※補助金の相談に来所されたい場合は、事前にご連絡ください。 

お問合せ先 


